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論壇
1
�
は
じ
め
に

コ
ロ
ナ
の
状
況
も
大
分
落
ち

着
き
、
2
0
2
2
年
6
月
1
日

か
ら
は
水
際
対
策
が
大
幅
に
緩

和
さ
れ
て
、
1
日
の
入
国
者
数

の
上
限
が
2
万
人
に
引
上
げ
ら

れ
た
。
観
光
地
で
は
以
前
の
よ

う
な
外
国
人
観
光
客
の
来
訪
を

期
待
し
て
お
り
、
地
元
経
済
の

活
性
化
が
望
ま
れ
て
い
る
。
日

本
経
済
も
再
生
へ
向
け
て
様
々

な
対
策
を
行
っ
て
い
る
が
、
経

済
の
活
性
化
に
は
「
新
た
な

力
」
が
必
要
で
あ
り
、
経
済
の

新
陳
代
謝
が
不
可
欠
と
な
る
。

（
株
）
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ

の
2
0
2
1
年
5
月
12
日
公
開

の
資
料
に
よ
る
と
、
2
0
2
0

年
に
新
た
に
設
立
さ
れ
た
法
人

は
13
万
1
2
3
8
社
で
あ
り
、

そ
の
内
株
式
会
社
が
8
万
6
6

2
0
社（
全
体
の
66
・
0
％
）

で
、
続
く
合
同
会
社
が
3
万
3

2
8
7
社
と
初
め
て
3
万
3
0

0
0
社
を
超
え
、
新
設
法
人
の

4
社
に
1
社
が
合
同
会
社
と
な

っ
て
い
る
。
合
同
会
社
設
立
の

ニ
ー
ズ
は
多
く
、
年
々
増
加
を

し
て
い
る
。

そ
こ
で
本
稿
で
は
、�
古
く
て

新
し
い
�
会
社
形
態
で
あ
る
持

分
会
社
に
ス
ポ
ッ
ト
を
あ
て
、

考
察
し
て
み
る
こ
と
に
す
る
。

2
�
持
分
会
社
の
種
類
及
び
特
徴
等

⑴
持
分
会
社
の
種
類

2
0
0
6
年
5
月
1
日
に
会

社
法
が
施
行
さ
れ
る
ま
で
、
会

社
の
形
態
は
、
商
法
に
定
め
る

株
式
会
社
、
合
名
会
社
、
合
資

会
社
及
び
有
限
会
社
法
に
定
め

る
有
限
会
社
の
4
つ
に
分
か
れ

て
い
た
。
会
社
法
の
施
行
に
よ

り
、
有
限
会
社
法
は
2
0
0
6

年
5
月
1
日
を
も
っ
て
廃
止
さ

れ
、
有
限
会
社
は
株
式
会
社
に

統
合
さ
れ
て
、
新
た
に
設
立
す

る
こ
と
は
で
き
な
く
な
っ
た
。

ま
た
、
会
社
法
の
施
行
に
よ

り
新
た
な
会
社
形
態
で
あ
る
合

同
会
社
が
誕
生
し
、
現
在
は
、

株
式
会
社
、
合
名
会
社
、
合
資

会
社
、
合
同
会
社
の
4
種
類
の

会
社
形
態
が
存
在
し
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
う
ち
合
名
会
社
、
合

資
会
社
、
合
同
会
社
は
、
総
称

し
て
「
持
分
会
社
」
と
呼
ば
れ

て
い
る
（
会
法
5
7
5
①
）。

2
0
1
9
年
度
分「
会
社
標

本
調
査
」（
2
0
2
1
年
6
月

国
税
庁
よ
り
公
表
）
に
よ
る

と
形
態
別
法
人
数
は
、
株
式
会

社
2
5
4
万
5
1
0
0
社
、
合

名
会
社
3
3
4
2
社
、
合
資
会

社
1
万
3
5
3
7
社
、
合
同
会

社
11
万
2
9
7
6
社
、
そ
の
他

（
一
般
財
団
、
一
般
社
団
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人
等
）
6
万
8
7
6
1

法
人
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
持
分
会
社
の
特
徴

①
所
有
と
経
営
の
一
致

持
分
会
社
と
株
式
会
社
の
最

も
大
き
な
違
い
は
、
所
有
と
経

営
が
分
離
し
て
い
る
か
否
か
に

あ
る
。
持
分
会
社
で
は
、
出
資

者
た
る
社
員
が
会
社
の
業
務
執

行
を
担
う
こ
と
が
前
提
で
あ

り
、
定
款
に
別
段
の
定
め
が
な

い
限
り
、
原
則
と
し
て
社
員
は

業
務
執
行
者
と
な
り
、
出
資
者

自
ら
が
会
社
の
経
営
に
携
わ
る

こ
と
に
な
る
（
会
法
5
9
0

①
）。株式

会
社
で
は
「
所
有
と
経

営
の
分
離
」
が
当
然
で
あ
る
の

に
対
し
、
持
分
会
社
で
は
「
所

有
と
経
営
が
一
致
」
し
て
お

り
、
原
則
と
し
て
出
資
者
�
業

務
執
行
者
と
な
る
。

②
出
資
者
と
し
て
の
地
位

持
分
会
社
の
出
資
者
は
、
そ

の
地
位
が
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て

1
個
の
持
分
で
表
わ
さ
れ
て
お

り
、
一
人
の
出
資
者
の
持
分
は

1
つ
で
あ
る
。
そ
の
た
め
業
務

執
行
に
つ
い
て
は
、
持
分
ご
と

に
1
票
の
議
決
権
に
よ
り
、
出

資
者
の
過
半
数
で
決
め
ら
れ
る

の
が
原
則
と
な
っ
て
い
る
（
会

法
5
9
0
②
）。

③
定
款
自
治

持
分
会
社
は
、
少
数
か
つ
特

定
の
者
が
出
資
し
、
出
資
者
の

入
れ
替
わ
り
が
ほ
と
ん
ど
無
い

こ
と
を
前
提
に
し
た
制
度
設
計

と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
定

款
の
規
定
を
優
先
し
た
定
款
自

治
に
よ
る
柔
軟
な
経
営
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
。

⑶
持
分
会
社
間
の
相
違

①
合
名
会
社

合
名
会
社
は
、
無
限
責
任
社

員
だ
け
か
ら
な
る
会
社
で
あ

り
、
各
社
員
は
会
社
債
権
者
に

対
し
て
、
直
接
、
連
帯
、
無
限

の
責
任
を
負
う
（
会
法
5
7
6

②
、
5
8
0
①
）。
各
社
員
が

無
限
責
任
を
負
う
た
め
、
債
権

者
保
護
を
株
式
会
社
ほ
ど
考
え

な
く
て
も
よ
く
、
ま
た
、
各
社

員
の
出
資
は
、
金
銭
そ
の
他
の

財
産
以
外
に
労
務
や
信
用
に
よ

る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

社
員
各
自
は
原
則
と
し
て
業

務
執
行
権
と
代
表
権
を
有
し
て

お
り
、
社
員
の
地
位
の
譲
渡
を

す
る
に
は
、
社
員
全
員
の
承
諾

が
必
要
と
な
る
。
ま
た
、
会
社

法
の
範
囲
で
定
款
自
治
に
よ
る

柔
軟
な
経
営
を
行
う
こ
と
が
可

能
で
あ
る
。

②
合
資
会
社

合
資
会
社
は
、
無
限
責
任
社

員
と
有
限
責
任
社
員
か
ら
な
る

会
社
で
あ
る
（
会
法
5
7
6

③
）。
そ
の
た
め
社
員
は
そ
れ

ぞ
れ
一
人
以
上
、
計
二
人
以
上

が
必
要
で
あ
り
、
設
立
後
社
員

が
一
人
と
な
る
場
合
に
は
、
誰

か
を
補
充
し
て
無
限
責
任
社
員

と
有
限
責
任
社
員
を
揃
え
る

か
、
持
分
会
社
の
種
類
の
変
更

を
す
る
必
要
が
出
て
く
る
。

ま
た
、
株
式
会
社
の
株
主
が

間
接
有
限
責
任
で
あ
る
の
に
対

し
、
合
資
会
社
の
有
限
責
任
社

員
は
、
出
資
の
範
囲
で
は
あ
る

が
債
権
者
に
直
接
の
責
任
を
負

う
直
接
有
限
責
任
と
な
っ
て
い

る
。合

資
会
社
の
無
限
責
任
社
員

も
金
銭
以
外
の
現
物
や
信
用
、

労
務
に
よ
る
出
資
も
可
能
で
あ

る
が
、
有
限
責
任
社
員
に
つ
い

て
は
金
銭
そ
の
他
の
財
産
の
出

資
に
限
ら
れ
て
い
る
（
会
法
5

7
6
①
六
）。

③
合
同
会
社

合
同
会
社
は
、
2
0
0
6
年

5
月
1
日
施
行
の
会
社
法
に
よ

り
設
け
ら
れ
た
新
し
い
会
社
形

態
で
あ
り
、
ア
メ
リ
カ
の
Ｌ
Ｌ

Ｃ
（Lim

ited
Liability

Co
m
pany

）
を
モ
デ
ル
と
し
て

導
入
さ
れ
て
い
る
。

社
員
全
員
が
間
接
有
限
責
任

を
負
う
有
限
責
任
社
員
で
あ
り

（
会
法
5
7
6
④
）、
株
式
会

社
同
様
1
円
か
ら
で
も
会
社
の

設
立
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
合

名
会
社
や
合
資
会
社
の
無
限
責

任
社
員
と
異
な
り
、
労
務
や
信

用
に
よ
る
出
資
は
で
き
な
い
。

合
同
会
社
は
株
式
会
社
の
よ

う
に
上
場
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
た
め
大
き
な
資
金
調
達
は
で

き
な
い
が
、
設
立
時
の
初
期
費

用
が
安
く
、
会
社
の
機
関
設
計

や
社
員
の
権
利
義
務
は
定
款
で

自
由
に
定
め
る
こ
と
が
認
め
ら

れ
て
い
る
た
め
、
定
款
自
治
の

範
囲
が
広
く
、
柔
軟
な
会
社
経

営
が
で
き
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト

が
あ
る
。
ま
た
、
設
立
手
続
き

も
簡
単
で
あ
る
た
め
、
設
立
は

年
々
増
加
し
て
お
り
、
現
在
、

グ
ー
グ
ル
合
同
会
社
、Apple

Japan

合
同
会
社
、
ア
マ
ゾ
ン

ジ
ャ
パ
ン
合
同
会
社
な
ど
大
手

外
資
系
企
業
が
、
合
同
会
社
の

会
社
形
態
を
採
用
し
て
い
る
。

3
�
持
分
会
社
の
出
資
の
評
価

持
分
会
社
の
社
員
は
、
会
社

法
第
6
0
7
条
1
項
に
お
い

て
、
定
款
で
定
め
た
事
由
の
発

生
、
総
社
員
の
同
意
、
死
亡
等

に
よ
り
退
社
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。

持
分
会
社
は
前
記
2
で
記
載

し
た
よ
う
な
特
徴
を
有
し
て
い

る
た
め
、
定
款
に
別
段
の
定
め

が
あ
る
か
な
い
か
に
よ
り
、
出

資
者
が
退
社
す
る
場
合
の
出
資

の
取
扱
い
も
異
な
っ
て
く
る
。

以
下
、
死
亡
に
よ
る
退
社
を

前
提
に
記
載
し
て
み
る
こ
と
に

す
る
。

⑴
持
分
の
払
戻
を
受
け
る
場
合

持
分
会
社
の
社
員
は
、
死
亡

に
よ
り
退
社
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
お
り（
会
法
6
0
7
①
三
）、

原
則
と
し
て
出
資
持
分
は
相
続

人
等
に
は
引
継
が
れ
な
い
。
持

分
会
社
の
社
員
が
退
社
す
る
場

合
に
は
、
出
資
に
対
す
る
払
戻

請
求
権
が
認
め
ら
れ
て
お
り

（
会
法
6
1
1
①
）、
そ
の
計

算
方
法
に
つ
い
て
は
、「
退
社

し
た
社
員
と
持
分
会
社
と
の
間

の
計
算
は
、
退
社
の
時
に
お
け

る
持
分
会
社
の
財
産
の
状
況
に

従
っ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」（
会
法
6
1
1
②
）
と
さ

れ
て
い
る
。

実
際
に
は
会
社
の
純
資
産
価

額
か
ら
持
分
の
払
戻
し
が
行
わ

れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
持
分
の

払
戻
請
求
権
は
有
価
証
券
で
は

な
く
、
債
権
と
し
て
の
評
価
と

な
る
。

こ
の
場
合
の
純
資
産
価
額
の

計
算
は
、
一
口
当
た
り
の
課
税

時
期
に
お
け
る
各
資
産
の
相
続

税
評
価
額
の
合
計
額
か
ら
各
負

債
の
相
続
税
評
価
額
の
合
計
額

を
控
除
し
た
残
額
に
持
分
を
乗

じ
た
金
額
に
よ
り
評
価
さ
れ
、

評
価
額
と
簿
価
と
の
差
額
に
係

る
法
人
税
額
等
相
当
額
の
控
除

は
行
わ
な
い
。
こ
れ
は
退
社
に

伴
う
持
分
の
払
戻
し
は
、
会
社

法
第
6
1
1
条
2
項
の
規
定
に

基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
財
産
評

価
上
の
規
定
と
は
関
係
な
い
た

め
で
あ
る
。

ま
た
、
退
社
に
よ
り
出
資
持

分
の
払
戻
し
と
し
て
交
付
さ
れ

る
金
銭
そ
の
他
の
資
産
の
価
額

の
合
計
額
が
、
そ
の
法
人
の
出

資
金
額
等
の
う
ち
そ
の
交
付
の

起
因
と
な
っ
た
出
資
に
係
る
部

分
の
金
額
を
超
え
る
場
合
に

は
、
そ
の
超
え
る
部
分
の
金
額

に
つ
い
て
み
な
し
配
当
課
税

（
所
法
25
①
六
）
が
生
じ
る
。

源
泉
所
得
税
が
あ
る
時
に
は
、

そ
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
に

よ
り
評
価
を
行
う
。

な
お
、
合
同
会
社
は
他
の
持

分
会
社
と
異
な
り
社
員
全
員
が

有
限
責
任
社
員
で
あ
る
た
め
、

持
分
の
払
戻
額
が
持
分
の
払
戻

し
を
す
る
日
に
お
け
る
剰
余
金

額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
債
権

者
は
会
社
に
対
し
、
持
分
払
戻

し
に
つ
い
て
異
議
を
述
べ
る
こ

と
が
で
き
る
等
の
債
権
者
保
護

規
定
が
置
か
れ
て
い
る
（
会
法

6
3
5
）。

⑵
持
分
を
承
継
す
る
場
合

定
款
に
出
資
持
分
の
引
継
条

項
等
の
別
段
の
定
め
が
あ
る
場

合
に
お
い
て
、
社
員
が
死
亡
し

た
時
に
は
、
被
相
続
人
の
持
分

は
相
続
人
等
が
引
継
ぐ
こ
と
に

な
る
。
そ
の
引
継
ぐ
際
の
持
分

の
評
価
は
、
非
上
場
株
式
と
同

様
に
取
引
相
場
の
な
い
株
式
の

評
価
に
準
じ
て
計
算
を
行
う

（
財
評
通
1
9
4
）。

具
体
的
に
は
、
被
相
続
人
の

課
税
時
期
に
お
け
る
類
似
業
種

比
準
価
額
、
純
資
産
価
額
、
も

し
く
は
前
記
2
つ
の
併
用
に
よ

り
計
算
し
た
価
額
、
ま
た
は
配

当
還
元
価
額
で
計
算
し
、
評
価

を
行
う
。

な
お
、
持
分
会
社
の
持
分
を

承
継
し
た
者
は
、
一
定
の
手
続

き
を
経
て
持
分
会
社
の
出
資
者

と
な
り
、
原
則
と
し
て
持
分
会

社
の
経
営
に
携
わ
る
こ
と
に
な

る
。

4
�
持
分
会
社
が
債
務
超
過
で
あ
る
場
合

持
分
会
社
の
無
限
責
任
社
員

に
相
続
が
発
生
し
た
際
、
評
価

会
社
が
債
務
超
過
で
あ
り
、
会

社
財
産
を
も
っ
て
会
社
の
債
務

を
完
済
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

状
態
に
あ
る
時
は
、
税
務
上
も

会
社
法
第
5
8
0
条
及
び
第
6

1
2
条
1
項
を
根
拠
に
、
死
亡

し
た
無
限
責
任
社
員
が
負
担
す

べ
き
持
分
割
合
に
応
じ
た
債
務

超
過
額
を
、
相
続
税
の
課
税
価

格
の
計
算
上
、
債
務
控
除
す
る

こ
と
が
で
き
る
も
の
と
さ
れ
て

い
る
。

5
�
お
わ
り
に

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
進
展
や
働
き
方

の
多
様
化
等
に
伴
い
、
会
社
経

営
に
対
す
る
考
え
も
変
化
し
て

い
る
。
持
分
会
社
で
も
老
舗
や

魅
力
的
な
会
社
が
結
構
多
く
、

柔
軟
な
経
営
に
取
組
ん
で
い

る
。
合
同
会
社
は
今
後
も
増
加

が
予
想
さ
れ
る
が
、
新
た
な
力

と
し
て
日
本
経
済
活
性
化
へ
の

貢
献
を
期
待
す
る
も
の
で
あ

る
。
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